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態や原因究明に関する調査研究等、土砂災害全般
を対象に取り組んできました。現在の火山防災部
や総合防災部の取り組みは、従前の砂防部の取り
組みから展開されています。以下、近年での砂防
部での主要な取り組みを紹介します。

近年では、平成 29 年九州北部豪雨や平成 30 年
西日本豪雨、令和元年東日本台風災害で発生した
土砂・洪水氾濫災害の調査や復旧・復興対策に
関する検討等、気候変動に伴うと言われている異
常豪雨災害に対する調査や対策の検討を中心とし
た取り組みを行っています。具体的には、一連の
降雨継続による短期的な土砂・洪水氾濫対策を検
討するにあたっての数値シミュレーションによる解
析手法の検討を行うとともに、この土砂流出対策
としての施設配置計画の検討に取り組んでいます。
こうした土砂・洪水氾濫対策については、平成
31 年 3 月に改訂された国土交通省の「河川砂防技
術基準基本計画編」や令和 3 年 4 月に改訂され
た「同基準施設配置等計画編」に基本的な考え方
が示され、“ 計画流出土砂量を降雨流出解析と河
床変動計算に基づき設定する”とされていますが、
これらの基準の改定業務も実施しています。一方、

はじめに
昨年 6 月1日に、新たに火山防災部が設置され、

それまでの砂防部及び総合防災部の所掌事務につ
いても見直しが行われました。新たな砂防部の所
掌事務は、① 砂防（総合防災部及び火山防災部の
所掌に係るものを除く）に係る調査に関すること、
② 砂防（総合防災部及び火山防災部の所掌に係る
ものを除く）に係る技術指導に関すること、③ 砂
防（総合防災部及び火山防災部の所掌に係るもの
を除く）に係る国際技術協力に関すること、④ 前
3 号に係る受・委託業務等に関すること、とされて
います。火山防災部及び総合防災部の所掌事務に
ついては、本誌 sabo（vol.129、2021Winter）で
の紹介をご覧になっていただきたいと思いますが、
本稿では、近年の砂防部の主要な取り組みと今後
の展望について述べたいと思います。

砂防部の取り組み
これまで砂防部は、土石流等の降雨による土砂

災害や地震による土砂災害等、全国で発生した激
甚な土砂災害の調査を通じて、全国の砂防計画の
マスタープランや施設等による対策方法、災害実

砂防部の業務及び
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近年のこうした災害はこれまでに経験したことがな
い豪雨によりもたらされています。そのため、全国
的な土砂・洪水氾濫対策については、これまでの
経験を活かしつつ、今まで以上に数値シミュレーショ
ンに期待する部分が大きくなっていくと思われます
ので、短期的な数値シミュレーションによる解析手
法の改善のみならず、災害等大規模土砂生産現象
発生後の土砂流出が特に活発な概ね数年間の降雨
による中期的な土砂流出や流域の荒廃により土砂
流出が活発な期間が継続する長期的な土砂流出に
も対応できるように取り組んでいく必要があります。

また、砂防関係事業における事業評価手法の改
善に関する調査研究にも取り組んでいます。具体的に
は、土砂災害対策事業の実施による期待被害額の
低減効果という視点で投資効率性の評価手法の改
善に向けた検討に取り組んでおり、令和 3 年 1月に
改訂された国土交通省の砂防関係事業の「費用便
益分析マニュアル（案）」の検討業務も実施しています。

今後の展望
今後、気候変動による降雨特性の変化により、

土砂災害も激甚化していくことが予想されており、
令和 2 年度に内閣府が実施した世論調査において
も、約 9 割の人が「気候の不安定化による洪水や
土砂災害の頻発」を心配していることが明らかに
なっています。一方、建設業は、地方を中心に減
少及び高齢化が進行しており（図-1）、将来的に十
分な災害対応ができなくなることから地域コミュニ
ティの崩壊や地域社会の維持に深刻な影響が生じ
ることが危惧されています。こうした状況で災害が
激甚化すると、災害からの復旧や復興が長期化し、
生活や企業の生産活動の停滞が長期間にわたり生
活者や企業等の想定していない負担がかかること
が想定されます。したがって、今まで以上に、土
砂災害が地域での生活や社会活動へ与える影響を
把握し、より効率的かつ効果的な対策を検討して
いく必要があります。

具体的には、前述の数値シミュレーションについ

ても、これまでに経験したことのない降雨条件に
おいて的確に土砂移動現象を表現できるように高
度化していく必要があります。また、既往の研究よ
り、復旧の長期化に伴う生活への影響は、水害や
土砂災害といった自然災害の種類や地域の人口の
分布や構成、産業構造等といった地域特性が反映
していると考えられます。そこで、土砂災害の特性
を一層踏まえた事業評価手法の改善を進めること
により、効率的かつ効果的な事業実施及び説明に
反映することも必要と考えられます。

一方、建設業の衰退に対しては、無人化施工や
ICT の活用による省人化等、機械化施工を進める
ことが考えられ、このことは、山間部での施工が
多い砂防事業にとって安全対策の観点からも効果
的です。そこで、鋼製製品やブロック等のプレハブ
化された加工品を一層活用できるようにするため、
機械化を前提とした設計や施工法としていくことも
必要であると考えられます。

国土の 7 割以上を山地が占める我が国では、土
砂災害と向き合いながら暮らしていかざるを得ませ
ん。今後とも、自然状況や社会経済活動の変化に
応じた土砂災害対策に対応できるよう、調査研究
に取り組んでいきたいと思います。
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地域別の建設業就業者数の推移

図-1　地域別の建設業就業者数の推移

復旧・復興事業の高まりを
背景に、就業者数が増加

中四国以西では、
近年就業者数が著しく減少

160

140

120

100

80

60

40

20

0

北海
道 東北

南関
東

北関
東・
甲信 北陸 東海 近畿 中国 四国

九州
・沖
縄

平成 17 年 平成 22年 平成 28年




